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西日本鉄道株式会社に対する 

DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローン 

にかかる対話報告書 
 

 

本資料は、西日本鉄道株式会社（以下「当社」という。）に対する DBJ-対話型サ

ステナビリティ・リンク・ローン※（以下「本 DBJ-対話型 SLL」という。）を組成す

るにあたり、株式会社日本政策投資銀行（以下「DBJ」という。）が当社のサステナ

ビリティ戦略について対話した内容、並びに本 DBJ-対話型 SLL の、サステナビリテ

ィ・リンク・ローン原則（以下「SLLP」という。）及びグリーンローン及びサステナ

ビリティ・リンク・ローンガイドライン（以下「環境省ガイドライン」という。）へ

の準拠性について、環境省ガイドライン上の内部レビューの手続きに従い、DBJ が取

りまとめたものである。 

 

 

※DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローンとは、SLLP 及び環境省ガイドライ

ンに基づき、貸付人である DBJ が対話を通じて借入人のサステナブル経営高度化に資す

る適切な SPT 設定を支援するとともに、貸付期間中の定期的な対話により SPT の達成に

向けた伴走を行うものである。 
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1. 本 DBJ-対話型 SLL の概要 

当社及び DBJ は、本 DBJ-対話型 SLL の組成に際し、以下の KPI を選定し、SPT

として設定することに合意した。 

 

KPI 当社グループ全社の国内事業所における CO₂排出量（Scope1・2） 

 

SPT KPI に関し、2030 年度に 2013 年度対比 46%以上削減すること 

 

2. 当社グループのサステナビリティ戦略 

(1) 当社グループの概要及び企業理念 

当社グループの概要 

当社は、天神大牟田線・貝塚線を有する鉄道事業、北部九州圏に根付く日本最大級

のバス事業に加え、不動産事業、流通事業、物流事業等も展開する大手民鉄事業者で

ある。 

当社は、1908 年設立の九州電気鉄道株式会社を前身とし、1942 年、戦時体制下の

交通事業統合政策に伴う鉄軌道 4 社との合併により誕生した。福岡県下のバス会社の

統合や航空貨物事業の開始により事業基盤を確立すると、時代の変遷の中で、事業の

拡大、多角化、再構築を遂げながら、約 1 世紀に亘りグループ一体で九州の発展を支

え、地域・社会とともに躍進を続けてきた。 

運輸事業を祖業とする当社グループは、1950 年代にバス事業の発展期を迎え、貸

切バスの営業開始や高速バスの路線網拡充により、多様化するレジャー需要へ対応し

ながら、福岡と近県主要都市を結ぶバス路線網を構築し地域交通網の強化を図ること

で、日本最大級のバス事業の礎を築いた。 

そして、1960 年代からは、戦後の経済発展に伴う人口増加や購買需要に応え、福

岡ビル等の商業施設の経営、住宅の供給、ホテル及びスーパーマーケットの開業等

で、流通や商業の面から地域の発展に貢献し、1980 年代には、航空貨物取扱量の急

拡大への対応として海外拠点を整備し国際物流事業を強化するなど、移り変わる時代

のニーズを捉え、国内外に多様で盤石な事業基盤を構築してきた。 

さらに、1990 年代以降は、天神ソラリア計画に基づく福岡駅再開発プロジェクト

を推進しデベロッパーとしての実績を積み上げながら、IC カード「nimoca」サービ

スの導入や各事業における店舗・サービスの拡大を進め、九州のまちづくりを牽引し

た他方、2010 年代からは、ホテル事業や住宅・不動産開発においても海外進出を果

たすなど、地域マーケットビジネスの深化と、その域外展開に取り組んできた。 

足許では、新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえた持続可能なモビリティサ

ービスの構築や、「天神ビッグバン」の一翼を担う福岡ビルの建替等へ注力してい

る。また、従来の事業に加え、九州内連携の強化や九州の活性化に向けたソリューシ
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ョンの提供を注力分野とし、福岡空港の機能強化を企図したコンセッション事業への

参画、再生可能エネルギー事業における事業者・自治体等との連携、地域の強み・魅

力を活かした農水産ビジネス及び地域産業の活性化等に取り組むなど、当社グループ

は、創業以来、絶え間なく九州の発展に貢献し続けている。 

斯かる沿革を経て、2024 年 3 月期における連結業績概要は、図表 1 のとおりとな

っている。 

 

＜図表 1＞連結業績概要 

（出所：当社公表資料「2023 年度（2024 年 3 月期）決算説明会」） 

 

企業理念 

当社グループは、「西鉄グループは将来どうあるべきなのか」という議論を重ね、

1993 年 9 月の創立記念日に、以下の企業理念を制定している。 

 

にしてつグループは、 

「出逢いをつくり、期待をはこぶ」事業を通して、 

“あんしん”と“かいてき”と“ときめき”を提供しつづけ、 

地域とともに歩み、ともに発展します。 

 

企業理念は、当社グループの存在意義そのものであり、また、サステナブル経営の

根幹である。将来に向けた当社グループのあるべき姿、進むべき方向を指し示すとと

もに、あらゆる事業の拠り所となる、大切な価値観を示している。 

 

(2) 長期ビジョン及び事業戦略 

当社グループは、2022 年 11 月に、長期ビジョン「にしてつグループ まち夢ビジ

ョン 2035『濃やかに、共に、創り支える』」を公表している。 
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長期ビジョン策定方針 

 当社グループは、これまで、国内の人口減少やグローバル化・ボーダーレス化の進

展といった事業環境変化が長期的に続く中、2008 年策定の「将来ビジョン 2018」で

は、『弛まぬ変革』を謳い、お客様、地域からの信頼向上、競争力の強化、グループ

事業価値の拡大を経営の方向性とした高品質、高付加価値の追求に取り組み、2015 年

策定の「まち夢ビジョン 2025」では、中核エリアの福岡と重点開拓エリアのアジアに

おける地域マーケットビジネスの展開により、福岡のまちの発展の牽引とグローバル

ビジネスの拡大を遂行し、グループ一体での成長を遂げてきた。 

しかし、「まち夢ビジョン 2025」の遂行中、2020 年の世界的な新型コロナウイル

ス感染症の拡大により、当社グループを取り巻く環境は大きく変化した。これを契機

に、とりわけ“移動”に関連するサービスを多く提供している当社グループは、リモ

ートワークの普及やデジタル空間の拡大等の事業環境変化が、今後の事業展開に大き

な影響を与えることを強く認識した。さらに、国内の人口減少の継続、新興国を中心

とした世界の人口増加、自然災害の発生やテクノロジーの急激な進歩、グローバル化

に伴う社会の仕組みや顧客ニーズの変化といった社会環境変化に関しても、VUCA 時

代に突入した今だからこそ、当社グループに与える影響を再検証し、将来の事業やサ

ービスのあり方を大きく見直す必要があると考えた。 

 

斯かる議論を踏まえ、当社グループは、先行き不透明で不確実な現代から未来へ大

きく成長していくために、これまでの事業モデルの延長線ではなく、想定した未来像

からのバックキャストにより、実現したい社会及び提供していたい価値、それらの実

現に向けた事業戦略を構想し、長期ビジョン「にしてつグループ まち夢ビジョン

2035」として公表した（図表 2）。 

 

＜図表 2＞長期ビジョン策定の手法 

（出所：当社公表資料「にしてつグループまち夢ビジョン 2035」） 
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2035 年に実現したい社会と提供していたい価値 

当社グループは、バックキャストにより長期ビジョンを策定するために、蓋然性の

高い未来と不確実性の高い未来における社会変化を組み合わせ策定した未来年表によ

り社会の未来像を描き、当社グループが対応すべき 4 つの変化を導き出している。 

 

① 〔ひと〕人々の問題意識の変化：強く意識される社会課題解決 

② 〔まち〕現実世界の価値の変化：デジタル世界の拡大と融合 

③ 〔企業〕企業経営の在り方の変化：社会善を前提とした企業経営 

④ 〔社会〕生き方の変化：誰ひとり取り残さない仕組み 

 

当社グループは、上記の 4 つの変化と、存在意義である企業理念を照らし合わせ、

2035 年に実現したい社会を「居心地よい幸福感あふれる社会」と定義し、2035 年に

提供していたい価値として、お客さま・地域へは『サステナブルでウェルビーイング

な「まち・地域」』及び『サステナブルでお客さまに寄り添う「BtoB 物流」』、従

業員・取引先へは『共創しともに成長できる関係構築』、株主・投資家へは『高い資

本効率と安定した利益の還元』を掲げている（図表 3、図表 4）。 

 

＜図表 3＞2035 年に実現したい社会 

（出所：当社公表資料「にしてつグループまち夢ビジョン 2035」） 
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＜図表 4＞2035 年に提供していたい価値 

（出所：当社公表資料「にしてつグループまち夢ビジョン 2035」） 

 

また、当社グループでは、2035 年にかけての価値提供にあたり、「濃やかに、共

に、創り支える～Grow in harmony with you～」を基本スタンスとしている。この姿

勢には、これまで地域とともに発展してきた当社グループが、先行き不透明な将来に

おいても、地域や人々が抱える課題を自分事とし受け止め行動し（濃やかに）、ま

た、社内外のパートナーシップの力でステークホルダーと共創して課題を解決してい

く（共に）ことで、「居心地よい幸福感あふれる社会」を創り支えていくという想い

が込められている（図表 5）。 

 

＜図表 5＞価値提供の基本スタンス 

（出所：当社公表資料「にしてつグループまち夢ビジョン 2035」） 
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事業戦略 

当社グループは、長期ビジョンの遂行にあたり、社会の未来像及び価値提供の基本

スタンスに基づく事業戦略を策定し、『サステナブルでウェルビーイングな「まち・

地域」』及び『サステナブルでお客さまに寄り添う「BtoB 物流」』の実現に向け、

企業理念である「出逢いをつくり、期待をはこぶ」をキーワードに、既存事業の進化

と新領域への挑戦を融合させたビジネスモデルの変革を描いている。 

重点分野である 4 つの領域（①モビリティサービス、②「リアルな場」提供サービ

ス、③BtoC 物販サービス、④BtoB 物流サービス）のイノベーション及び新領域（環

境資源、農水産、ウェルネス、地域ソリューション）への挑戦を掲げ、それらのシナ

ジーを創出させながら、各事業の効率性とサステナビリティを意識したポートフォリ

オ構築を図る戦略である（図表 6、図表 7）。 

 

＜図表 6＞事業戦略の全体像 

（出所：当社公表資料「にしてつグループまち夢ビジョン 2035」） 

 

4 つの領域のイノベーション 

① モビリティサービス（鉄道、バス、タクシー） 

モビリティサービスでは、事業形態の変革、自動運転等による生産性向上、ソリュ

ーションビジネスの強化等により、「安全・あんしんで持続可能な次世代モビリティ

ネットワークの実現」を目指していく。 

事業者、行政、地域等の多様なパートナーと共創のうえ、MaaS の加速、交通モー

ドの最適化、モード間連携等により、地域特性に応じたシームレスなモビリティサー

ビスを提供し、また、EV バス等の車両の脱炭素化及び完全自動運転の実現に向けた

取り組みを加速させる。そして、プロジェクトマネジメントサービス、統合データ・

リアルタイムデータ提供サービス、車両・施設等の場所を有効活用したサービス等
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の、当社グループが持つモビリティツール・ノウハウをパッケージ化し他エリアにも

積極的に展開することで、ソリューションビジネスの強化を図り、地域交通のサステ

ナビリティ向上と新規収入源の獲得に取り組んでいく。 

 

② 「リアルな場」提供サービス（オフィス、SC、住宅、ホテル、レジャー） 

「リアルな場」提供サービスでは、ソリューションビジネス、オペレーション、ブ

ランド力の強化を掲げ、資産の流動化も活用しながら、「ウェルビーイングな場づく

りを提案するまちづくりソリューションの構築」を目指していく。 

体験価値、自然と文化、新技術の活用、カーボンニュートラルの要素でリアルな場

をアップグレードしていくために、ハード面にとどまらず、マネジメントやコンテン

ツ開発に注力し、外部資本も活用したまちづくりの加速やブランド力強化に取り組み

ながら、ウェルビーイングな場づくりのノウハウを国内・海外に展開し、得られたノ

ウハウを福岡に還元することでソリューションビジネスの磨き上げを図り、持続可能

で活力あるまちづくりを推進していく。 

 

③ BtoC 物販サービス 

BtoC 物販サービスでは、サービス深耕による来店価値向上、ブランド力強化を掲

げ、店舗が「地域コミュニティのハブとなり、新しい出逢い・購買体験を提供」する

ことを目指していく。 

当社グループは、デジタル世界の拡大と融合が進行する現代においても、コミュニ

ケーションという「リアルな価値」の提供に重きを置いており、地域・社会のニーズ

や生産者・クリエイターの想いを汲んだコト消費型の新しい体験価値の創造や、お客

様同士の交流を生む店舗づくりに取り組みながら、コミュニケーションという「リア

ルな価値」を提供すべく、コンシェルジュによるパーソナライズサービスやオンライ

ン・オフラインの融合サービスの導入等の DX 施策も検討を進め、まちの中心にある

流通業を通じ、人とひと、モノをつなぐ地域コミュニティの場を創造していく。 

 

④ BtoB 物流サービス 

BtoB 物流サービスでは、事業規模拡大、グローバルで活躍できる組織への転換を

掲げ、「世界で戦える事業規模の確保と高度な専門性で濃やかなロジスティクスの構

築」を目指していく。 

当社グループが持つ EV 車や自動運転の技術をサプライチェーンに共有し業界全体

で持続可能な物流を構築しながら、Ｍ＆Ａやアライアンスの推進により新規市場にも

進出しグローバルでの事業規模を拡大させ、また、外部パートナーとの共創による専

門分野（医薬品・医療機器等）の開拓、高度な域内物流ネットワークの構築、デジタ
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ルプラットフォームの導入等にも対応することでロジスティクス事業を一層強化し、

『サステナブルでお客さまに寄り添う「BtoB 物流」』の実現に取り組んでいく。 

 

新領域への挑戦 

また、当社グループは、上記の既存領域の進化とのシナジー創出を見込み、今後予

測される環境変化を踏まえた新領域（環境資源、農水産、ウェルネス、地域ソリュー

ション）への挑戦を掲げている。 

再生可能エネルギーの活用とサーキュラーエコノミーによる持続可能なまちづくり

実現を目指す「環境資源」、食のビジネスで、地域産業の活性化とブランド化の実現

を目指す「農水産」、健康寿命の延伸に関わる新事業で、自分らしく健康に生きられ

る社会の実現を目指す「ウェルネス」、地域の課題や環境、地域資源に応じたソリュ

ーションでローカルの新たな価値創出を目指す「地域ソリューション」に取り組み、

次なる事業の一角となりうる新しい領域でのビジネスの創出に挑戦する方針である。 

先述のとおり、当社グループは、移り変わる時代のニーズを捉えた新領域事業によ

り成長を遂げてきた企業である。今後も、様々な環境変化が見込まれる中で、未来の

困難をしなやかに乗り越え、当社グループが地域とともに未来へ大きく成長していく

ために、上記の新領域への挑戦は大きな役割を担っている。 

 

当社グループは、上記の事業戦略のもと、事業の効率性とサステナビリティの両軸

を重視した事業ポートフォリオを構築し、各事業領域の収益を拡大しながら、「出逢

いをつくり、期待をはこぶ」事業を通じた価値を提供することで、「居心地よい幸福

感あふれる社会」へ貢献していく方針である（図表 7）。 

また、当社グループは、持続可能な価値提供のためには、規律ある財務・資本戦略

も重要と考え、事業戦略において重点分野への積極的な戦略投資を見込む中でも、高

い資本効率と安定的な利益還元を意識した財務運営方針を策定している。低採算資産

の入替や流動化手法を活用した優良資産の積み増しにより、資本効率の改善に努めな

がら、創出したキャッシュを戦略投資、人的資本への投資、株主還元へ配分すること

で、持続的で規律あるキャッシュフローマネジメントを実現し、2035 年の経営数値目

標（連結事業利益 370 億円、連結 EBITDA660 億円、ROE 約 8%、NET 有利子負債

/EBITDA 倍率 5 倍台）の達成を目指していく。 
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＜図表 7＞ 

（出所：当社公表資料「にしてつグループまち夢ビジョン 2035」） 

 

(3) 第 16 次中期経営計画（2023-2025 年度） 

当社グループは、長期ビジョンの実現に向けた第 1 ステップとして、2023 年 3 月

に第 16 次中期経営計画（2023 年度～2025 年度）を公表している。 

第 16 次中期経営計画では、テーマを『サステナブルな成長への挑戦～Challenge 

for sustainable growth～』と掲げ、重点戦略を①構造改革の継続と事業基盤の整備・

再構築、②持続可能で活力あるまちづくりの推進、③成長事業の拡充と新たな稼ぐ力

の創出、④サステナブル経営の強化、⑤安全あんしんの追求とし、各事業領域におけ

る具体策・アクションプランを策定している。（図表 8）。 

 

重点戦略 

① 構造改革の継続と事業基盤の整備・再構築 

人財の確保や収益改善策等による持続可能な公共交通事業の構築、ホテル事業の経

営体制の変更、不動産業におけるプロパティマネジメント事業の強化による収益性の

向上等を推進する。 

② 持続可能で活力あるまちづくりの推進 

九州広域 MaaS の構築、国内外からの観光・MICE 需要の取込み、福ビル街区建

替プロジェクトの完遂、福岡・天神のまちづくりを牽引する大型プロジェクトを着実

に推進する。 

③ 成長事業の拡充と新たな稼ぐ力の創出 

不動産流動化スキームを活用した天神のまちづくりへの持続的関与・加速化への貢

献、国際物流事業における戦略的な事業展開や九州での事業拡大、未来を見据えた既

存事業とのシナジーが期待される新領域事業などへ挑戦する。 



 

 

12 

 

④ サステナブル経営の強化 

多様な人財を確保するための賃金を含めた労働条件の見直しや、2050 年カーボン

ニュートラル実現に向けた TCFD シナリオ分析に基づくロードマップの策定及び具

体策への取り組みを進める。 

⑤ 安全あんしんの追求 

すべての事業の根幹である「安全」の追求・徹底に取り組む。 

 

＜図表 8＞各事業領域における重点戦略毎の具体策 

（出所：当社公表資料「西鉄グループ第 16 次中期経営計画（2023 年度～2025 年

度）の策定について」） 

 

第 16 次中期経営計画では、上記の重点戦略に基づき、持続可能な公共交通事業の

構築に向けた人財確保、運賃・ダイヤ改定等による事業運営の最適化、「天神ビッグ

バン」の一翼を担う福ビル街区建替プロジェクト（「ONE FUKUOKA BLDG.」）の完

遂をはじめとした、ポストコロナ社会における更なる構造改革と企業価値を高める成

長戦略を推進することで、長期ビジョンの実現に向けた基盤づくりに注力することを

基本方針としている。したがって、第 16 次中期経営計画は成長投資の期間であり、

福ビル街区建替プロジェクト等の大型投資を予定するなど、一時的に投資額が嵩むこ

ととなるが、外部資本の活用や回転型スキームによる早期の資金回収を図りながら、

持続可能で規律あるキャッシュフローマネジメントを維持し、最終年度（2025 年）

の経営数値目標（連結事業利益 250 億円、連結 EBITDA500 億円、ROE 約 7%、

NET 有利子負債/EBITDA 倍率 6.8 倍）の達成を目指していく。 

 

(4) マテリアリティ 

当社グループは、企業理念のもと、社会課題に取り組み、地域とともに持続的に成

長・発展するために、社会的に貢献度が高く企業価値に大きく影響を与える重要課題

として、8 つのマテリアリティ（01.環境と調和ある事業活動の推進、02.安全・あん
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しんの追求、03.持続可能で活力あるまちづくりへの貢献、04.お客さま満足の向上、

05.働きやすい・働きがいのある職場づくり、06.人権の尊重、07.コーポレート・ガバ

ナンス、08.コンプライアンス）を策定している（図表 9）。 

マテリアリティは、世界のメガトレンドや社会経済情勢、SDGs、国際機関のガイ

ドライン、ESG 評価機関の評価項目、業界トレンド、各事業の特性、他社の動向等

を分析し候補を検討したうえで、企業理念や自社を取り巻く環境等を踏まえ、自社及

びステークホルダーにとっての重要度の観点から評価し特定している。また、当社グ

ループは、各マテリアリティにおいて、取り組み内容及びアクションプランを設定

し、後述の ESG推進会議にて定期的にレビューを実施しながら進捗管理を行ってい

る。 

 

＜図表 9＞サステナブル経営の重要課題における各事業の取り組み内容及びアクショ

ンプラン 

（出所：当社公表資料「サステナビリティファイナンス・フレームワーク」） 
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当社グループのマテリアリティは、企業理念の実践であるサステナブル経営の推進

において、長期的に取り組みが必要な重要課題と位置付けられており、今後は、事業

環境変化を踏まえた再検証の必要性も検討しながら、引き続きアクションプランを進

めていく方針である。 

 

(5) 環境、特に脱炭素社会実現に向けた取り組み 

環境マネジメント 

当社グループは、2005 年に「にしてつグループ環境方針」を制定し、グループ全

体のサステナブル経営の統括組織である ESG 推進会議にて、環境に関わる事項を協

議、審議、進捗管理のうえ、環境責任者・推進者を中心に、環境負荷低減計画に基づ

く環境負荷低減活動を実践している。各部門・各社・各事業所において、環境に関す

る社内教育、研修、省エネや環境汚染防止等の環境対応、各種イニシアチブへの参加

及び環境マネジメントの認証取得等に継続的に取り組むなど、グループ一体での環境

マネジメントが推進されている。 

 

脱炭素社会実現に向けた取り組み 

当社グループは、マテリアリティにて掲げる「環境と調和ある事業活動の推進」の

中でも、「脱炭素社会実現」は、取り組みの深化が特に必要な領域であると考えてい

る。したがって、当社グループでは、ロードマップ「カーボンニュートラル（2050）

を目指して」を策定し、NDC（Nationally Determined Contribution；国別削減目

標）である「CO₂排出量 2030 年度 2013 年度比 46％削減」及び「2050 年カーボン

ニュートラル実現」を前提とし、中期経営計画及び長期ビジョンにおける CO₂排出量

削減目標を掲げながら、脱炭素社会実現に向けた取り組みを推進している（図表

10）。 

 

＜図表 10＞ロードマップ「カーボンニュートラル(2050)を目指して」 

（出所：当社ウェブサイト） 

 



 

 

15 

 

 

当社グループの CO₂排出量削減目標 

CO₂排出量削減目標を、 

・2025 年度 2013 年度比 38％削減（第 16 次中期経営計画） 

・2035 年度 2013 年度比 50％削減（長期ビジョン） 

とし、国の目標である「CO2 排出量 2030 年度 2013 年度比 46％削減」を達成

し、カーボンニュートラル（2050 年）をグループ全体で目指します。 

 

なお、長期ビジョンにて掲げる 2035 年度目標に関しては、次期 NDC（2035 年）

との整合性を踏まえ、一層の CO2 排出量の削減を進めるべく、目標数値の更新を検

討している。 

また、脱炭素社会実現に向け、多様な事業を展開する当社グループでは、事業毎の

対応が必要となる中、当社グループの CO₂排出量の約 90％を占める部門・グループ

会社において、TCFD 提言に基づくシナリオ分析（1.5℃・4℃）を実施し、リスク・

機会の対応を策定のうえ、3.(5)のとおり、ロードマップ及び事業戦略の策定に活用し

ている。 

 

(6) サステナブル経営推進体制 

当社グループは、サステナビリティに関する重要な方針・方向性を協議し社長執行

役員の意志決定を補佐する常務会、ESG 推進会議及び各委員会を設置し、サステナ

ブル経営を推進している（図表 11）。 

 

＜図表 11＞サステナブル経営の推進体制 

（出所：当社ウェブサイト） 
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推進体制の中心となる ESG 推進会議では、社長執行役員が議長を務め、全執行役

員が参加し、各部門・グループ会社・各委員会から報告される脱炭素や人権問題等の

ESG テーマ及びグループ全体のサステナビリティ戦略等を月次で議論している。

ESG 推進会議にて取り纏めた議論や計画のうち、経営判断事項は常務会・取締役会へ

報告し承認を得ており、決定内容に基づき、ESG 推進会議が各部門・グループ会社・

委員会に対し指示を行う仕組みとなっている。ESG推進会議における議論は、社長執

行役員が自ら考えを表明し意見を求める対話型であり、取り組みテーマの進捗報告に

関しても、都度トップマネジメントレビューを実施するなど、当社グループにおいて

は経営層の深い関与のもと、サステナブル経営が推進されている。 

本件 KPI 及び SPT は、経営企画部 ESG 担当が当社グループの全体目標と併せて

管理している指標であり、上記の仕組みに従い、ESG 推進会議での議論を経て組織決

定を取得した後、ESG 推進会議による指示や進捗確認のもと、経営企画部 ESG 担当

が取り纏めを行いながら、グループ各社において環境責任者・推進者を中心に取り組

みを進めているものである。 

また、当社グループは、サステナブル経営の本来の姿は、従業員が日常的な事業活

動の中で企業理念に則った行動を無意識に実践できている状態と考えている。したが

って、当社グループでは、グループ全従業員の基本となる行動ルールとして「コンプ

ライアンス方針」を定めるほか、その他の重要なテーマに関してもそれぞれ方針を定

め、事業活動の中で各方針を実践している。 

このように、当社グループにおいては、サステナブル経営の基本方針のもと、社長

執行役員を筆頭とした全社的な推進体制が構築されている。 

 

3. KPI の選定と SPT の測定 

(1) KPI/SPT の概要 

 本 DBJ-対話型 SLL においては、以下の KPI 及び SPT を選定した。 

 

 KPI 当社グループ全社の国内事業所における CO₂排出量（Scope1・2） 

 

SPT KPI に関し、2030 年度に 2013 年度対比 46%以上削減すること 

 

本件 SPT に関し、今後の事業拡大に伴う CO₂排出量の趨勢予測は非常に困難であ

ることに加え、3.(5)のとおり、電力事業者の排出係数等の外部要因による CO₂排出量

の変動可能性も踏まえるに、SPT の達成に向けた幾何平均目標等を毎年度設定するこ

とは有意でない。 

また、2.(5)のとおり、当社グループの全体目標である 2035 年度目標に関しては、

次期 NDC（2035 年）との整合性を踏まえた更新を検討しているため、本 DBJ-対話型
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SLL においては、当社グループの全体目標の前提としている NDC（2030 年）のみを

SPT として設定した。 

 

(2) KPI/SPT に取り組む背景（関連する社会課題・外部環境の変化） 

気候変動問題に関しては、国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）に

おいてパリ協定が採択され、「気温上昇を産業革命以前より 2℃より十分低く、1.5℃

に抑える努力を追求すること」を世界共通の長期目標として、国際的な脱炭素への取

り組みが進展している。2023 年 11 月にアラブ首長国連邦のドバイにて開催された

COP28 においては、長期目標達成に向けた世界全体としての進捗を評価するグロー

バル・ストックテイクに関する決定が採択され、1.5℃目標達成のための緊急的な行動

の必要性や全セクターを対象とした排出削減が決定文書に明記された。我が国では、

2020 年 10 月に「2050 年カーボンニュートラル宣言」、2021 年 4 月に「2030 年度に

おいて温室効果ガス 46%削減（2013 年度比）を目指すこと」等が発表され、これを

踏まえ、2021 年 6 月には経済産業省が中心となり、関係省庁と連携して、産業政

策・エネルギー政策としての「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」を策定している。また、2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵略に端を発す

る世界のエネルギー情勢の変化を受け、GX（グリーン・トランスフォーメーショ

ン）を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長をともに達成することが目指さ

れ、2022 年 7 月から GX 実行会議が開催されている。2023 年 2 月には GX 実現に向

けた基本方針、7 月には GX 推進戦略が閣議決定され、GX に向けた脱炭素の取り組

みを進めることや、今後 10 年間に官民協調で 150 兆円を超える投資を行うことが

公表された。足許では、2024 年 11 月に経済産業省と環境省が合同会合を開催し、

2025 年 2 月に国連へ提出予定の次期 NDC の水準案として、「2035 年 60％削減、

2040 年 73％削減」が検討の軸となる旨が公表されている。これらの動きを受け、企

業は一層脱炭素の取り組みを加速させ、本業を通じた気候変動等の社会課題の解決と

持続可能な成長を同期化させるビジネスモデルの追求を迫られている。 

日本政府が掲げる 2050 年のカーボンニュートラル実現に向けては、産業部門のみ

ならず、日本の CO₂排出量（間接排出量ベース）の約 5 割を占める運輸部門、業務部

門、家庭部門での排出削減への対策も欠かせない。現行の日本の NDC によると、業

務部門、家庭部門では 2030 年までに 2013 年対比 50%超の削減が必須であり、早急

な取り組みが求められている。当社グループの主軸を担う運輸部門も、要求されてい

る削減幅は他部門と比して限定的ではあるが、政府目標の達成を見据え、取り組みと

して欠かすことはできない。 

運輸部門に関しては、日本全体における CO₂排出量のうち 18.5%を占めており

（国土交通省、2022 年度、間接排出量ベース）、このうち鉄道部門が占める割合は
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3.8%である。使用するエネルギー源の多くが電力であることから、他の輸送手段と比

して CO₂排出量は少なくなっている（図表 12）。 

 

＜図表 12＞運輸部門における二酸化炭素排出量（2022 年度） 

（出所：国土交通省ウェブサイト） 

 

また、国土交通省によると、日本の鉄道は利便性、定時制、快適性に優れ、諸外国

と比較して旅客輸送の分担率が高くなっていることを背景に大量輸送機関としての特

性を発揮し、輸送量当たり CO₂排出量（旅客）が 20g-CO₂/人 km と、自家用乗用車

の 128g-CO₂/人 km と比較して約 6 分の１となっており、輸送の利便性に加え環境優

位性を有している（図表 13、図表 14）。 

このように既にクリーンな交通手段としてみなされている鉄道部門ではあるが、こ

うした強みをさらに磨くべく、日本政府は 2023 年 5 月、鉄道部門の CO₂排出量削減

の取り組みを加速させることを目指し「鉄道分野のカーボンニュートラルが目指すべ

き姿」を公表し、2030 年代に 2013 年度比 46%削減を目指す目標値や目標達成に向け

たロードマップを示した。当該ロードマップでは、鉄道の脱炭素、鉄道による脱炭

素、鉄道が支える脱炭素の３つの柱が掲げられており、更なる環境負荷低減のため、

エネルギー効率の高い車両の導入や再生可能エネルギーの利用等の取り組みが求めら

れている。 

 

＜図表 13＞ 各国の旅客輸送分担率（2019 年度、人キロベース） 

（出所：国土交通省「鉄道分野のカーボンニュートラルが目指すべき姿」） 
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＜図表 14＞ 輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（旅客）（2021 年度） 

（出所：国土交通省ウェブサイト） 

 

バス部門に関しては、CO₂排出量割合としては運輸部門全体のうちの 1.7%程度に

とどまるが、輸送量当たり CO₂排出量（旅客）は 70g-CO₂/人 km と、鉄道部門と比

して 3 倍以上の水準となっている（図表 12、図表 14）。 

 国土交通省によると、我が国の乗合バス事業は、稠密な都市構造を有することで

発展を遂げ、鉄軌道系の輸送機関に比して低コストで柔軟な路線設定が可能であり、

かつ、市街地の中心部や郊外化した公共施設・商業施設等まで乗り入れることが可能

といった利点を有する。加えて、バスは日常的な移動手段としてのみならず、災害時

の避難や鉄道の振替輸送の観点からも、極めて重要な役割を担っており、こうした役

割は今後も変わらない社会的価値であると位置付けられている。 

他方で、近年は、国際的コンセンサス並びに日本政府主導の CO₂排出量削減の潮

流から、鉄道部門と比して高い CO₂排出水準を是正し、環境負荷の少ない交通体系の

構築への貢献が強く求められている。こうした動きを受け、バス事業者の業界団体で

ある日本バス業界は、「バス事業における低炭素社会実行計画」を策定し、低燃費バ

スの導入やエコドライブを事業者に促進するほか、国土交通省及び自動車メーカーに

対しては低燃費・低公害バスの車両開発を要請している。2022 年度に、同協会は

2030 年までに国内累計 1 万台の EV バスを導入することを明らかにし、業界全体に

取り組みの加速を呼び掛けている。 

同時に、環境対応車両の導入促進に向けた行政の経済的補助も伸長の動きを見せて

いる。EV バス導入事業に対する補助金予算に関しては、令和 4 年の二次補正予算採

択により約 100 億円への拡大がなされたことに続き、令和 5 年の補正予算では、EV

バス、トラック、タクシー等の商用車の電動化促進事業に係る予算額が 409 億円へと

大幅に拡充されている。 

我が国のバス事業者は、こうした動きに呼応し、環境負荷低減に向けた具体的施策

へ着手し CO₂排出量削減を遂行する必要性に直面している。 
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(3) KPI/SPT の当社グループのマテリアリティにおける位置付け 

当社グループは、企業理念の実践はサステナブル経営の推進であるという考えに基

づき、2.(4)のとおり、マテリアリティの 1 つに「環境と調和ある事業活動の推進」を

掲げている。当該マテリアリティの中でも、「脱炭素社会実現」に関しては、当社グ

ループにおいて取り組みの深化が特に必要な領域と位置付けられているため、2.(5)の

とおり、ロードマップ「カーボンニュートラル(2050)を目指して」を策定のうえ、長

期ビジョン及び中期経営計画にも紐づけながら、脱炭素社会実現に向けた戦略を推進

している。本件 SPT は、3.(1)のとおり、当社グループの全体目標の前提としている

NDC（2030 年）である。 

なお、KPI の集計範囲に関し、当社グループは、物流事業において 28 ヵ国、119

都市の海外拠点を有するなどグローバルに事業を展開しており、現状、国内外の全事

業所を含めることは困難であるが、今後は海外事業所も含めた集計に着手し、サステ

ナブル経営の更なる高度化を図る方針である。 

 

(4) SPT の野心性 

① 当社過去実績との比較 

当社グループにおける直近の CO₂排出量の推移は図表 15 のとおりである。2013

年度以降 2023 年度までに、年率換算で約 3.51%の削減を実現してきたが、2030 年度

に 2013 年度比 46%の削減を実現するには、2024 年度以降に年率換算で約 3.63%の削

減が必要であり、従来通りの事業（Business as usual）を継続するだけでは本件 SPT

は達成困難であると考えられる。 

 

＜図表 15＞ 当社グループの CO₂排出量推移及び 2030 年度目標 

（出所：当社ウェブサイトより、DBJ 作成） 

 

加えて、過年度においては、LED 化及び機器更新等の省エネ施策を積極的に推進

しており、また、福岡ビル閉鎖・解体や新型コロナウイルス感染症の影響による CO₂
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排出量の大幅な減少があったが、今後は、インバウンド需要拡大に伴う運輸事業等に

おける利用増加や、長期ビジョン実現に向けた事業拡大を見込むことも考慮すれば、

本件 SPT の水準は、相応に野心的な水準であると考えられる。 

 

② 国の指標との比較 

本件 SPT の「2030 年度に 46%以上削減（2013 年度比）」という水準は、2021 年

10 月に地球温暖化対策計画が閣議決定され、全部門 2030 年度 46%削減、運輸部門

35%削減（2013 年度比）を目指すとされた日本の NDC と比して、野心的な水準であ

ると考えられる。 

 

③ 業界他社との比較 

当社グループは、我が国の鉄道事業者において、最大級のバス保有台数を誇り、

CO₂排出量削減の難易度は、同業他社と比し相対的に高いと考えられる中でも、本件

SPT は、日本の NDC と整合的な目標を掲げる一定数の業界他社と同水準であること

に鑑みれば、業界他社との比較において遜色ないものと考えられる。 

 

(5) KPI/SPT を達成するための戦略 

当社グループの CO₂排出量 

当社グループの CO₂排出量は、バスの運行等で使用される化石燃料等に由来する

Scope１が約 45％、電力・熱供給に由来する Scope2 が約 55％となっており、事業別

には、バス事業が約 4 割、鉄道事業が約 2 割と、運輸事業が全体の約 6 割を占めてい

る。また、エネルギー別には、電力由来の CO₂排出量が全体の過半を占めており、電

力会社の排出係数変更の影響を受けやすい構造にあるため、今後の CO₂排出量の精緻

な予測・管理は困難である（図表 16）。斯かる構造を踏まえ、当社グループにおいて

は、排出係数を固定し概算した CO₂排出量予測を用いて目標設定及び進捗管理を行っ

ている。 

 

＜図表 16＞当社グループの CO₂排出量内訳 

（出所：当社ウェブサイト） 
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SPT を達成するための戦略 

当社グループは、本件 SPT と同目標を掲げるロードマップ「カーボンニュートラ

ル(2050)を目指して」に基づき、3 つの施策（①省エネ推進、②燃料転換、③再生可

能エネルギー活用）を推進し、SPT の達成を図ることとしている（図表 17）。 

 

＜図表 17＞ロードマップ「カーボンニュートラル(2050)を目指して」 

（出所：当社ウェブサイト） 

 

① 省エネ推進 

本施策は、省エネルギーに注力するものである。 

当社グループは、かねてより省エネ施策に取り組んできたが、SPT の達成に向

け、各事業において更なる「省エネの徹底」に努めていく。 

鉄道事業では、駅構内の照明、信号機、踏切警報灯の LED 化等の省エネ施策の拡

大に加え、VVVF 車両（VVVFインバータ制御装置やブレーキ時に発生電力を電源側

に返す電力回生ブレーキを搭載した新型車両）の導入率 100%（2035 年）を掲げ、環

境対応車両の導入を加速させていく。当社グループが、鉄道事業において、こうした

省エネ施策を積極的に進めることは、環境を重視したライフスタイルの変化に応え、

モビリティサービスにて目指す「安全・あんしんで持続可能な次世代モビリティネッ

トワークの実現」に向けた基盤を構築するためである。 

同じくモビリティサービスの一角をなすバス事業では、デジタルタコグラフを利用

し、運行中の走行速度、エンジン回転数、走行距離等の詳細情報の記録、分析、評価

を行っており、アイドリングストップの評価に関しては、実施回数だけでなく一定時

間以上行っているかといった質も評価するなど、燃費改善効果を最大限に発揮できる

よう運行管理を行っている。こうした運行管理に基づくエコドライブの徹底により、

2023 年度の一般路線バスの燃費は、デジタルタコグラフ導入前の 2004 年と比して

3.8%向上している。バス事業においては、後述の燃料転換と同時に、運行管理による
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燃費向上へ徹底的に取り組むことで、引き続き環境側面からの優位性強化に努めてい

く方針である。 

運輸事業以外にも、流通事業では、西鉄ウェルネス、インキューブ等の各施設・店

舗における LED 化の拡大、西鉄ストアでのエナッジ（電力使用量の見える化システ

ム）の活用など、新しい出逢い・購買体験の提供を目指した店舗づくりの中に省エネ

施策を織り込んでいるほか、物流事業では、倉庫の照明の LED 化、エコタイヤ（走

行距離に対する燃料消費量を抑制し、CO₂排出量を削減するとされる低燃費タイヤ）

の導入、国内輸送におけるモーダルシフト及びコンテナ・ラウンドユース（CRU）等

のグリーンロジスティクスを推進し、持続可能な物流の構築に取り組むこととしてい

る。 

 

② 燃料転換 

本施策は、主にバス事業において環境対応車両の導入を推進し、化石燃料からの転

換を図るものであり、SPT の達成に向けた最大の焦点である。 

当社グループは、CO₂排出量の約 4 割を占めるバス事業に関し、SPT の達成やそ

の先の 2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて、ハイブリッドバス・EV バス等

の環境対応車両の導入加速が不可欠であると判断し、将来的な全台の入替も見据えた

検討を進めている。さらに、当社グループは、TCFD 提言に基づくシナリオ分析の結

果を踏まえ、環境を重視したバス事業の優位性強化や、低炭素技術の普及に伴う導入

コスト増加への対応のため、EV バス導入計画の前倒しが事業継続上必須との判断に

至っている。 

したがって、当社グループでは、2008 年度から、国や関係自治体の協力を得てハ

イブリッドバスの導入を開始し、2023 年度末時点で 20 台を運行している。また、

2020 年 2 月には、ディーゼルエンジンの車両を改造した EV バスをアイランドシテ

ィ営業所に 1 台導入し、さらに、2021 年 10 月には改造 EV バスを同営業所へ追加導

入するなど、環境対応車両の導入を進めている。 

一方、当社グループのバス保有台数は日本最大級であり、SPT の達成やその先の

2050 年のカーボンニュートラル実現に向けては、充電設備や電力配給システムの整

備も含め、環境対応車両の導入・運営にかかる技術・コストが現状の課題となる。 

そのため、当社グループでは、技術革新の進展までの過渡期の対応手段として、レ

トロフィット電気バスを導入しながら、路線特徴を踏まえた環境対応車両の導入目標

の設定を進めるなど、環境部門と各営業所が連携し中長期的な取り組みを推進してい

く方針である。当社グループが開発したレトロフィット電気バスは、車齢 13～15 年

の既存ディーゼルバスの車両後部にあるエンジンを、モータやリチウムイオンバッテ

リーに交換し電動化した EV バスであり、従来のディーゼルバスと比して約 53%の

CO₂排出量削減効果があるだけでなく、低価格での導入が可能といった利点を有す
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る。当社グループでは、脱炭素社会実現に対する社会的気運の高まりに伴い、2020

年度からレトロフィット電気バスの開発を進め、2022 年 6 月の試作初号機の導入

後、2023 年度末までに福岡市内及び北九州市内路線に計 23 台を導入済みであり、

2024 年度以降も､34 台/年のペースでの導入を予定している。改造 EV バスに関して

は、全国でも様々な取り組み事例があるものの、中古バスを改造し電動化したレトロ

フィット電気バスは非常に独自性が高いため、業界全体で EV バスの技術革新が待た

れる中、当社グループにおけるレトロフィット電気バスの導入拡大を図ると同時に、

後述のとおり、グループ外向け製造、販売、事業化に向けた検討も進めるなど、日本

最大級のバス事業のノウハウを活用した新たな収益源の獲得も企図している。 

 

③ 再生可能エネルギー活用 

本施策は、主に地域の電力事業者からの CO₂フリー電力の購入や非化石証書の調

達により、再生可能エネルギーの活用を拡大するものである。なお、当社グループ

は、ロードマップの遂行においてコスト抑制を強く意識しており、2030 年や 2050 年

にかけての非化石証書需要拡大に伴う価格高騰の可能性も考慮し、上記の①省エネ推

進及び②燃料転換により直接的な CO₂排出量の徹底的な削減を図ったうえで、それら

の進捗状況及びステークホルダーからの要請等を踏まえ、本施策を検討・実施するこ

ととしている。 

既に本施策に着手しているホテル事業では、2024 年 4 月より、西鉄ホテルズの国

内 18 ホテルのうち 13 ホテルにおいて、非化石証書調達を利用した CO₂フリー電力

への切替を実施し、年間約 7,600 トン分の CO₂排出量の削減を図っている。これは、

ステークホルダーからの期待に応えるべく実施した施策であり、今後も、グリーン化

対象ホテルを拡大し、サステナブルホテルへの計画的移行を進めていく方針である。 

さらに、都市開発事業では、『サステナブルでウェルビーイングな「まち・地域」』

の提供に向け、今後の新規開発物件に関しては、カーボンニュートラルビルを目指す

こととしている。足許進行中の福ビル街区建替プロジェクト（「ONE FUKUOKA 

BLDG.」）では、環境性能評価において、BELS の最高ランクである星 5 つを獲得

するほか、オフィスエリアで「ZEB Ready」、商業エリアでは「ZEB Oriented」、建

物全体としても「ZEB Oriented」を取得しており、ZEB の認証取得物件では、 延

床面積は西日本最大級を誇っている。ONE FUKUOKA BLDG.は、長く愛されてきた

福岡ビルに加え、天神コアビル及び天神第一名店ビルの 3 つのビルを解体・一体化

し、延床面積が従前の 3 ビルの合計から約 1.6 倍となる中で、ビル全体の年間一次エ

ネルギー消費量は 42％減となる見通しである。 

加えて、後述のとおり、当社グループは、太陽光発電事業等の再エネ電源開発事業

に参入し、新たな収益基盤としての確立を図っている。現在、当社グループにおける

再生可能エネルギーの自給は僅少にとどまるが、今後は市場取引により獲得した知見
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を当社グループにも還元し、EV バスのエネルギーマネジメントとも掛け合わせた効

率的な電力利用の検討に活用していく方針である。 

 

このように、当社グループは、省エネ施策を徹底するとともに、化石燃料からの脱

却を進め、CO₂排出量の過半を占める電力に対しては、再生可能エネルギーを活用す

ることで、SPT の達成を図っていく。また、SPTの達成は、ロードマップにおいて、

当社グループが最終的に目指す 2050 年のカーボンニュートラル実現の軌跡上に位置

付けられているため、今後も①省エネ推進、②燃料転換、③再生可能エネルギー活用

の拡大及び高度化を推進し、脱炭素社会実現へ取り組んでいくこととする。 

 

持続可能なまちづくりを目指した脱炭素の取り組み 

当社グループは、「居心地よい幸福感あふれる社会」への貢献のため、価値提供の

基本スタンス「濃やかに、共に、創り支える」が示すように、社内外のパートナーシ

ップの力でステークホルダーと共創し社会課題を解決していくこと、また、課題解決

のためにコミュニティづくりを構築し、自らがリードしていく存在となることを謳っ

ている。 

したがって、脱炭素の取り組みにおいても、当社グループにおける施策にとどまら

ず、2.(2)のとおり、事業戦略上の重点分野である新領域への挑戦に「環境資源」を据

え、再エネ創出とエネルギーマネジメントによるゼロカーボンシティの実現や既存事

業とのシナジーを創出した新たな価値提供を目指している（図表 6、図表 7）。 

現在は、エネルギー領域において、電源開発事業（オンサイト PPA）での自治

体・事業者への再生可能エネルギーの供給や、系統用蓄電池事業での市場への調整力

提供を開始し、九州エリアにおける脱炭素化及び地域レジリエンスへ積極的に貢献し

ているほか、充電インフラと EV 車両情報を組み合わせたマネジメントシステムの構

築・外販及び保有する EV 関連の資産と再エネ電力の包括的な提供を行う BaaS（Bus

（Battery）as a service）の事業化も企図するなど、当社グループが持つノウハウを

活かした新たな事業・サービスの創出に注力している。 

今後に関し、オフサイト PPA の検討も進める電源開発事業を皮切りに、市場取引

による知見を獲得し、各エネルギーマネジメント事業を当社グループの収益基盤とし

て確立させるほか、得られた知見を当社グループに還元させながら、電力の効率的な

利用及び EV 化の進展と連動した事業展開を目指す方針である＜図表 18＞。 
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＜図表 18＞エネルギー領域におけるロードマップ（イメージ） 

（出所：当社公表資料「2023 年度（2024 年 3 月期）決算説明会」） 

 

こうした環境資源領域への挑戦は、当社グループが、再エネ電力を通じて実現する

新しい「まちづくり」の形であり、脱炭素を起点とした「居心地よい幸福感あふれる

社会」への貢献である。 

 

本 DBJ-対話型 SLL において示した脱炭素の取り組みをはじめ、当社グループは、

世の中が目まぐるしく動き、人々の価値観が大きく変わっていくなかでも、「出逢い

をつくり、期待をはこぶ」事業を通して、“あんしん”と“かいてき”と“ときめ

き”を提供しつづけ、地域とともに歩み、ともに発展し、持続可能なまちづくりを牽

引し続けていく。 

 

4. ローンの特性（貸出条件との連動） 

本 DBJ-対話型 SLL においては、3. のとおり、SPT が事前に定義されており、当

社と DBJ との間で締結した金銭消費貸借契約及び覚書において、SPT の達成状況と

貸出条件等の連動について規定している。 

ただし、本 DBJ-対話型 SLL 実行時点で予見し得ない状況により、KPI の測定方

法・対象範囲、SPT の設定、及び前提条件に重要な影響を与える可能性のある想定外

の事象が発生した場合には、変更内容の説明について当社より DBJ に対し共有する

予定である。 

また、SPT の設定等に重大な変更があった場合、当社はこれら変更内容を踏まえ

た従来評価基準と同等以上の野心度合いの SPT を設定すること等について DBJ と協

議する予定である。 

 

5. レポーティングと検証 

(1) 貸し手への報告 

SPT に関するパフォーマンスの進捗状況及び達成状況に関する最新情報は、事前

に定められた契約条件に従い、専門的知見を有する独立した検証機関よりそれぞれ検
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証を受けたうえで、年 1 回当社より DBJ へ報告を行う予定である。SPT の計算過程

やその前提についても、可能な範囲で DBJ へ報告を行う。 

 

(2) 一般的開示 

当社は、本 DBJ-対話型 SLL の透明性の確保に向け、SPT の達成状況に関する情

報について、当社のウェブサイト等にて開示する予定である。 

 

6. 内部レビュー 

本 DBJ-対話型 SLL の実行に際し、上記 2 乃至 5 の事項にかかる SLLP 及び環境

省ガイドラインへの適合性確認については、当社及び DBJ 間で交渉がなされ、内部

レビューを選択するに至った。内部レビューの実施にあたっては、以下にまとめる当

社の内部の専門的知識が活用され、DBJ はサステナビリティ評価認証融資等で蓄積し

てきた専門性に基づき当社の内部レビューを支援した。 

  

(1) 当社の内部専門性 

2.(6)のとおり、当社グループは、ESG推進会議を設置し、各部門・グループ会

社・各委員会からの報告を踏まえ、月次にてサステナビリティに関連する方針、目

標、計画の議論及び進捗管理を行っている。ESG 推進会議は、社長執行役員が議長を

務め、全執行役員が参加しており、報告事項に対するトップマネジメントレビューを

都度実施している。ESG 推進会議にて取り纏めた議論や計画のうち、経営判断事項は

常務会・取締役会へ報告し承認を得ており、決定内容に基づき、ESG推進会議から各

部門・グループ会社・委員会に対し指示を行う仕組みとなっている。 

本件 KPI 及び SPT に関しても、ESG 推進会議による指示や進捗管理のもと、経

営企画部 ESG 担当がグループ各社と連携し施策を討議する体制が築かれている。 

以上に鑑みれば、当社は十分な内部専門性を有しているものと認められる。 

 

(2) DBJ の内部専門性 

DBJ は、2004 年に環境経営度合いを融資条件に反映させる世界初の商品である環

境格付融資の取り扱いを開始した。以降、「DBJ サステナビリティ評価認証融資」と

して、環境に限らず防災・BCM、健康経営に関する企業の非財務評価を実施してきて

おり、その実績は延べ 1,500 件を超える（図表 19）。 

DBJ サステナビリティ評価認証融資とは、DBJ が独自に開発したスクリーニング

システムにより、企業の非財務情報を評価して優れた企業を選定するという融資メニ

ューである。企業との対話を通じて非財務情報を企業価値に反映させることで、サス

テナブルな活動に取り組む企業が金融市場やステークホルダーから正当に評価される

環境を整備することを目指している。 
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また、DBJ は、このようにして築き上げてきたサステナブル経営にかかる対話や

評価のノウハウを活かしながら、DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローンやト

ランジション・ローンといったサステナブル・ファイナンスを提供しているほか、

様々なニーズを踏まえたオーダーメイドのサポートにより、持続可能な価値創造を目

指す顧客のサステナブル経営の基盤整備や高度化を支援する コンサルティングサー

ビスも提供している。 

かかる商品の提供を担うサステナブルソリューション部は、営業部門とは独立して

設置されている部署であり、約 25 名の従業員が所属している。企業の非財務面に関

する取り組みを適切に評価する知見に加え、サステナブル・ファイナンス関連の基本

的な知見を有している。また、DBJ サステナビリティ評価認証融資ではサステナブル

経営やサステナブル・ファイナンス等に精通した有識者からなるアドバイザリーボー

ドを設けているほか、1,500 件を超える DBJ サステナビリティ評価認証融資やサステ

ナブル・ファイナンス、コンサルティングサービスの提供実績の中でサステナブル経

営における先進企業との対話を重ねることで、継続的に国際的な動向や最新知識の情

報収集・意見交換を行う仕組みを構築している。 

今般、DBJ サステナブルソリューション部は、以上のようにして培ったサステナ

ビリティに関する知見を活かし、本 DBJ-対話型 SLL における当社の内部レビュー実

施を支援した。 

 

＜図表 19＞DBJ サステナビリティ評価認証融資の実績（2024 年 3 月末時点） 

（出所：DBJ 作成資料） 
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(3) 貸し手への事前説明 

内部レビューの選択にあたっては、上記当社の内部専門性を踏まえ、当社が内部レ

ビューを実施するに足る十分な内部専門性を有することを DBJ が確認した。 

 

(4) 一般的開示 

本 DBJ-対話型 SLL の実行にあたり、当社はサステナビリティ・リンク・ローンに

関する SPT の概要等について、ウェブサイト等において一般への開示を行う。 

 

以 上 
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